
資産の適切な管理 

【事例】公共施設等総合管理計画の基礎情報としての活用（岩手県久慈市） 

 
○ 岩手県久慈市では、公有財産台帳と一元管理された固定資産台帳を整備しており、公共施設白書及び公共施設等総合

管理計画策定の基礎情報として固定資産台帳情報を活用できる環境にあった。 
○ 平成26年4月22日の「公共施設等総合管理計画の策定要請」を受けて、固定資産台帳情報を活用した取り組みを進める

ことにより、効率的に公共施設等総合管理計画の策定を進めることとした。 

背景・目的 

 
○ 固定資産台帳を施設マネジメントに活用 
○ 棟単位の情報を施設単位に紐付け 
 

事例概要 

 
○ 既存情報に基づき公共施設マネジメントの取り組みが進められるため、所管課の負担が軽減した。 
○ 公共施設マネジメント特有の情報（利用状況など）についても、今後システムによる情報蓄積を進める。 

効果等 

大分類 中分類 小分類 口座番号 口座名称 所管部署

1101 久慈市立図書館 図書館

山形図書館 教育振興室

1128 三船十段記念館 三船十段記念館

1114 郷土資料館(資料展示室) 教育振興室

3 社会教育センター等 1 その他 1115 久慈高等職業訓練校(職業訓練センター） 商工観光課

2 社会教育系施設

1 図書館等 1 図書館

2 博物館等 1 博物館等

「施設類型分類口座一覧表（固定資産台帳から抽出）」 
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1 図書館等 1 図書館 図書館、教育振興室 ○ ○ Y030 D030
利用者数・

利用件数

2 博物館等 1 博物館等 三船十段記念館、教育振興室 ○ ○ Y030 M070 利用者数

3 社会教育センター等 1 その他 商工観光課 ○ ○ Y030 M050 稼働率

小分類中分類
確認部署

施設調査シート

利
用
管
理
内
容

共通 共通 共通 共通共通 共通 共通 共通 共通

施設類型分類

大分類

共通 共通共通2

「施設類型分類毎施設調査シート一覧表（施設マネジメントのための調査）」 

小室委員作成資料 資料５－４ 
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資産の適切な管理 

【事例】未利用地利活用（A県B町） 

 
○ A県B町では、公有財産台帳を紙による管理で行っていたため、地方公会計制度の推進を掲げ、公有財産台帳、及び固定

資産台帳の精査、管理システムを構築する必要があった。 
○ 公有財産台帳と固定資産台帳を精査することで、既存の公有財産台帳に記載されていない全ての町有地から未利用地

（遊休地）の抽出を行った。 

背景・目的 

 
○ 未利用地の利活用方策とし、未利用地カルテを作成し、未利用地一筆毎の活用方針を定めた。 

事例概要 

 
○ 資産の実態把握を行い、資産・債務改革に向けた具体的な施策の推進が行えた。  

効果等 

遊休地 
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情報開示 

【事例】財務書類公表物の内容充実（東京都港区） 

 
○ 平成11年度決算から財務書類を公表してきているが、固定資産情報は十分ではなかった。 
○ 固定資産台帳が十分に整備されていなかったため、これを整備し、区の実態に即した貸借対照表を作成する必要がある。 
 

背景・目的 

 
○ 平成21年度決算の財務書類から 
   固定資産台帳に基づく固定資産情報を 
   掲載した貸借対照表を公表。 
○ 財務書類だけを公表するのではなく、 
   事業別活動報告書及び施設別 
   行政コスト計算書を作成し、区民に 
   身近な事業、施設の状況について、 
   その必要性、効率性の検討に 
   有用な情報を提供している。 
○ 9月の決算特別委員会に参考資料 
   として提示し、10月頃にHPに掲載。 
   タイムリーなディスクロージャーも 
   意識している 

事例概要 

 
○ 作成公表はしているが、行政経営にも活用していくことが今後の課題である。  
○ 早稲田大学パブリックサービス研究所主催の「パブリックディスクロージャー表彰」制度において、2011年度にグッド・ 
 パブリック・ディスクロージャー賞を受賞し、高い評価を受けている。 
 

効果等 

事業別活動報告 

施設別行政コスト計算書 
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職員への意識改革 

【事例】継続的な職員研修の実施（東京都港区） 

 
○ 公会計改革を進めていくためには複式簿記・発生主義の考え方を財政課、会計室職員のみならず全職員に浸透させてい

く必要がある。そのためには継続的に研修を実施していく必要があると考え、毎年公会計制度改革、複式簿記、発生主義、
財務書類の活用に関する研修を開催する。 

 

背景・目的 

 
○ 「管理職向け」「一般職員向け（若手職員）」「財政課・会計室異動職員向け」といった具合に、対象を分けて研修を実施し、 
  それぞれの対象に合わせて研修内容を工夫することで研修効果を高めている。 
 
○ 管理職向けには財務書類の活用という視点を重視した内容、一般職員向けには、財務書類とはどういったものか、何が

わかるかといった基本的な内容、財政課・会計室向けには公会計改革のとりまとめ部署としてどういった対応が必要か、と
いった点についての研修を実施している。 

 
○ ある年度に1回だけ研修を実施するという事例はよく聞くが、毎年継続して研修を実施している事例はそれほど多くなく、

反復的に研修を実施することで全職員の意識改革に貢献している。 

事例概要 

 
○ 毎年継続的に開催することで、区職員全員が公会計改革に関する理解を深め、全庁的な取組みを進めるための基礎を

築いている。 

効果等 
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